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テレワークの種類

雇用型と自営型テレワーク

雇用型テレワーカー

自営型テレワーカー、内職副業型テレワーカー

外勤型テレワーカー

内勤型テレワーカー

通勤困難型テレワーカー

モバイル勤務

在宅 勤務
ｻﾃﾗｲﾄｵﾌｨｽ勤務

（妊娠、育児、介護、怪我、身体障害・・・）
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テレワークの効果・効用

雇用型（在宅勤務）による効果

経営マネージ面

●業務の生産性・効率性の向上 （例えば集中力のアップ）

→次ページ参照

●（フリーアドレス制導入や営業拠点見直しなどによる）

オフィスコストの削減

●（柔軟な働き方の採用、企業イメージの向上による）

地域を越えた優秀な人材の確保

［その他］組織のプロ集団化、ペーパーレス化の推進、災害
時の事業継続性（ＢＣ）の確保、企業の構造改革推進・・・
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テレワークの効果・効用

雇用型（とくに在宅勤務）による効果

ワーカー（雇用型）側の仕事と生活面

●（個人のワークスタイルに合わせた働き方の実現による）

ワーク・ライフ・バランスの実現

●育児、介護との両立による就労の確保

●地域コミュニティへの参加、子供の地域での安全確保

●仕事の生産性・効率性の向上、通勤疲労の軽減

●住む場所についての選択肢の拡大

テレワーク「出前」セミナー2010 8

テレワークの効果・効用

自営型による効果

経営マネージ面（自営型テレワーカー活用の観点から）

●アウトソーシングによる業務の生産性・効率性の向上

（業務を切り分け外注化することで変動経費化：適切な経費活用）

●オフィスコストの削減 （コア社員を中心とした小さな企業）

●地域を越えた優秀な人材の確保

［課題］質の確保（優秀な人材とのマッティング難）、マネー
ジメントの煩雑さ、セキュリティ面を含めたリスクヘッジ、
→エージェント（自営型をﾈｯﾄﾜｰｸする団体）の必要性
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テレワークの効果・効用

自営型による効果

ワーカー（自営型）側の仕事と生活面

●育児、介護との両立による就労の確保

●地域コミュニティへの参加、子供の地域での安全確保

●通勤疲労の軽減、住む場所の選択肢の拡大

［課題］安定的な仕事の確保の困難さ（営業の難しさ）、
セキュリティ面を含めた仕事環境の構築の難しさ、
スキル面の課題：教育研修の場の不備 など

→エージェントの必要性
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テレワークの効果・効用

とくに在宅テレワークによる効果

社会にとっての効果・効用

●交通量の削減と混雑緩和

●地球環境負荷の軽減（ＣＯ２の削減効果）

●女性・高齢者・障害者などの就業促進

●大都市の防災機能の向上

→社会としての事業継続性（Ｂｕｓｉｎｅｓｓ Ｃｏｎｔｉｎｕｉｔｙ）

の確保
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志木ＳＯ：テレワークセンターとしての20年強の経緯

1988 年5月 日本初の本格的サテライトオフィスとして大手企

業５社で創設（１１０坪、１１ルーム＋共同サロン、会議室等）

199１ 年1月 実験を終了し、レンタルサテライトオフィスとしてビ

ジネス化（株式会社が運営）

1993 年1月 １５坪に縮小し、地元の起業家（SOHO）にもレン

タルするブースを設置。コミュニティオフィス化

その後、埼玉県インキュベーション協議会●にも加盟し、約20
名の地元起業家を輩出。（４ブース、２デスク）

2001年～ 地元まちづくりNPOが入居。

2010年6月 ４０坪に増床し、レンタルスペースも1.5倍に。レク

チャールームでは職業訓練を開始し起業支援も実施。

志木サテライトオフィス等における取り組みについて
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入居NPOによる高齢者、障がい者等の支援

2001 年12月 まちづくりNPO「東上まちづくりフォーラム」活動
開始。（2002年9月ＮＰＯ法人として認証→登記）

2002～2006年頃 埼玉ＳＯＨＯ／ＭＢ支援ネット（彩の国起業

ベンチャー支援協働機構）の議長団体になるなど、地域型のＳ
ＯＨＯ支援活動を実施。

2007 年 企業ＯＢ層（埼玉都民）を集めたＳＯＨＯエージェント

活動を開始＝『ビジネス助っ人隊』：埼玉県団塊世代活動支援
センターとの協働事業

2007年～ 障がい者に対しての研修事業を実施。育成した障

がい者が在宅テレワーカーとしてホームページ等を作成

2010年 レクチャールームでＮＰＯ立「とくとく市民大学」開校

志木サテライトオフィス等における取り組みについて
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テレワークセンターとして継続してきた方策

●自営型テレワーカーへのスペース貸し（県外中小企業等のサ
テライトオフィス利用もあったが、大半はＳＯＨＯ向け。～サテライ
トオフィスからコミュニティオフィスへ～）

●地域密着型のまちづくりＮＰＯ法人との連動（自らＮＰＯ創設）＝
現状では貸しスペースの半分はＮＰＯスタッフが利用

●ＳＯＨＯ育成事業、障がい者支援事業、まち興し活動、市や県
からの受託事業（協働事業）、他のＮＰＯとの連携（東上線ＮＰＯ
ネット）、地域支合い事業（お手伝い隊）、ひとり親支援事業・・・

●ＮＰＯ自体にＳＯＨＯエージェント機能を持たせる＝県との協働
で始めた“中高年ＳＯＨＯエージェント”

●レクチャールーム利用によるＮＰＯの市民大学、職業訓練制度
を用いた起業講習→レンタルブース利用者増へ

志木サテライトオフィス等における取り組みについて
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『ビジネス助っ人隊』のエージェント機能

志木サテライトオフィス等における取り組みについて
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業務再委託

登録

個人事業者（雇われない働き方）・ＳＯＨＯ（ＩＴを活用した個人事業者）の代理とし
て、営業活動を行う組織体。 クライアント側ではなく、個人事業者の側に立って、
代理業務を行い、人材育成を行う場合も多い。
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○自営型テレワークの現状

●自営型テレワーカー人口（広義※） 約３８８万人
＝自営業者（約６００万人）の 64.6％（’09年）

※ふだん収入を伴う仕事をしている人の中で、仕事でＩＴを利用している人。
＝ＳＯＨＯ（ｽﾓｰﾙｵﾌｨｽやﾎｰﾑｵﾌｨｽでITを使って働く者）にほぼイコール。

～減り続ける「自営業者」 （次ページ参照）
雇用者への移行 ：自営業の困難さ 浮き彫りに？
およそすべての業種で自営業者は、1980年代から一貫して減少。

他の先進諸国と比較して稀有な例。

～自営業者のＳＯＨＯ化（ＩＴ利用化）は確実に進む
24.2％（’02）→54.0％（’05）→66.4％（’08）
（自営業者全体のうちで、広義のテレワーカーが占める比率）

■テレワークセンターの今後の方向性
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○テレワークセンターの役割

「コミュニティ型テレワークセンター」としての機能

①地域の産業興し機能
・地元起業家の育成機能
－スペース提供機能（オフィスレンタル、会議スペース等）
－インキュベーション機能（個別支援、マッティングの場作り）
－研修機能（起業予備軍、求職者や障害者への起業支援研修）

コミュニティビジネス、ソーシャルビジネスの起業支援も・・・
・中小企業等に対してのビジネスサポート機能
－販路開拓、新商品開発、社員育成、工場経営、継承支援など

（企業ＯＢ層とのマッティングを行うSOHOエージェント機能）

・産業面での地域力向上機能（地域ブランド、観光・・・）
－自治体や商工会と協働した地域資源発掘→ex.地域ブランド作り

→ex.観光による町興し などのプロジェクト立ち上げ
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○テレワークセンターの役割

「コミュニティ型テレワークセンター」としての機能

②地域人材の交流促進、サロン機能
・サテライトオフィス（スポットオフィス）機能
－サラリーマン＆ウーマン（企業テレワーカー向けのオフィス提供）
・学び場（市民大学等）＆サロン機能
－受講生としての市民層（退職者、若者、主婦、自営業者・・・、

高齢者、障がい者、ひとり親家庭、フリーター・・・）
－多様な人材が集い、交流できる場（サロン、懇親会等）の創出
・組織や団体を横につなぎ地域力を高める機能
－地域のマルチステークホルダーをつなげていく機能

（ＮＰＯや中間支援団体が行う、そうした団体を積極的に入居）

テレワーク「出前」セミナー2010 29

○テレワークセンターの役割

「コミュニティ型テレワークセンター」としての機能

③「新しい公共」を促進させる機能
・行政との「協働」を促進させる機能
－ＮＰＯの入居等を進め、行政との橋渡しを行う。
－「協働」事業として地域力向上につながる事業をプロヂュース。

・行政業務等を入居主体が受託できるようにする機能
－ｅｘ.「提案型公共サービス民営化」事業（我孫子市）

ｅｘ.「行政パートナー制度」（志木市）による広報紙編集業務

などにみられるような行政業務を民間主体が担う動きに着目。
－テレワークセンターとして、行政との接点を深め、入居企業･団体

が、「新しい公共」事業を仕事にできるようにコーディネート。
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○テレワークセンターの役割

「コミュニティ型テレワークセンター」を担う人材

○自治体がテレワークセンターを運営するのならば・・・

・自治体がテレワークセンターのマネージャーを公募
－上記のような機能を創り出せる人材を公募で採用。

（テレワークセンターのマネージ＆人材ファシリテート）

・自治体が機能を切り分けて入居者や団体にアウトソース
－上記のような機能の一部を割り振る。
－入居する個人や企業・団体にとってのベースの業務となる。

→入居者や企業・団体にとっての大きなメリットに。

 

 
※ 「国土交通省出前セミナー」における講師資料からの抜粋による。 



小豆川裕子氏（株式会社 NTT データ経営研究所 シニアスペシャリスト）資料 

 

 
 
※ 「国土交通省出前セミナー」における講師資料からの抜粋による。 
 



田澤由利氏（株式会社ワイズスタッフ／株式会社テレワークマネジメント代表取締役）資料 

※ 「国土交通省出前セミナー」における講師資料からの抜粋による。 
 


